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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 74,474 ― 1,894 ― 2,397 ― 1,159 ―
20年3月期第3四半期 69,966 2.5 2,030 275.7 2,448 135.3 1,251 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 18.80 ―
20年3月期第3四半期 20.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 136,168 76,902 53.1 1,172.33
20年3月期 150,212 77,325 48.6 1,183.28

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  72,243百万円 20年3月期  72,992百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 10.00 10.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 10.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 156,700 1.6 7,500 △2.9 8,100 △5.9 4,300 △6.0 69.78

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に掲載されている業績見通し等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ【定性的情報・財務
諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  65,337,219株 20年3月期  65,337,219株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  3,713,228株 20年3月期  3,650,830株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  61,661,282株 20年3月期第3四半期  61,699,520株
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期累計期間の国内経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機の深刻化や世界景気

の一層の下振れ懸念により、景気は急速に悪化しております。当建設業界における受注環境は、企業収益が大幅に減

少していることから民間設備投資は減少しており、また、公共投資の削減等に伴う受注競争の激化から、厳しい状況

が続いております。

　　　このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、グループを挙げて新規工事の受注確保に鋭意努

　　力しました結果、当第３四半期累計期間の連結受注高は1,170億円（前年同期比106％）となり、連結売上高は744億

　　円（前年同期比106％）となりました。

　　　利益については、連結営業利益は18億94百万円（前年同期比93％）、連結経常利益は23億97百万円（前年同期比

    98％）となりました。また連結純利益は11億59百万円（前年同期比93％）となりました。

 

　　　部門別の概況は次のとおりです。

　　（設備工事業）

　　鉄道電気工事部門

　　　主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各社、鉄道・運輸機構、公営鉄道及び民営鉄道など

　　に対して積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、連結受注工事高は674億円（前年同期比103％）とな

　　り、連結完成工事高は470億円（前年同期比107％）となりました。

 

　　一般電気工事部門

　　　厳しい受注環境のもと積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、連結受注工事高は290億円（前年同期

　　比107％）となり、連結完成工事高は169億円（前年同期比118％）となりました。

 

　　情報通信工事部門

　　　厳しい受注環境のもと多方面への積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、連結受注工事高は192億円

　　（前年同期比117％）となり、連結完成工事高は83億円（前年同期比89％）となりました。

 

　　（その他の事業）

　　　電気設備の設計及びソフトウェアの開発等により、連結受注高は12億円（前年同期比91％）となり、連結売上高

　　は20億円（前年同期比101％）となりました。

 

　　  なお、前年同期比は参考として記載しております。

 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

　資産、負債、純資産の状況に関する分析

（流動資産）

　当第３四半期末における流動資産の残高は859億２百万円となり、前連結会計年度末の993億55百万円より134億53百

万円減少しました。増加の原因の主なものは、未成工事支出金等の増加（223億56百万円から468億95百万円へ245億39

百万円増）であります。減少の原因の主なものは、受取手形・完成工事未収入金等の減少（556億43百万円から190億

１百万円へ366億41百万円減）であります。

 

（固定資産）

　当第３四半期末における固定資産の残高は502億66百万円となり、前連結会計年度末の508億56百万円より５億90百

万円減少しました。増加の原因の主なものは、建物・構築物等の増加（239億26百万円から255億34百万円へ16億８百

万円増）であります。減少の原因の主なものは、投資有価証券の減少（217億36百万円から187億95百万円へ29億41百

万円減）であります。
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（流動負債）

　当第３四半期末における流動負債の残高は453億２百万円となり、前連結会計年度末の593億45百万円より140億42百

万円減少しました。減少の原因の主なものは、支払手形・工事未払金等の減少（382億５百万円から262億45百万円へ

119億60百万円減）であります。

 

（固定負債）

　当第３四半期末における固定負債の残高は139億63百万円となり、前連結会計年度末の135億41百万円より４億22百

万円増加しました。

 

（純資産）

　当第３四半期末における純資産の残高は769億２百万円となり、前連結会計年度末の773億25百万円より４億23百万

円減少しました。増加の原因の主なものは、利益剰余金の増加（546億14百万円から551億56百万円へ５億42百万円増）

及び少数株主持分の増加（43億33百万円から46億58百万円へ３億25百万円増）であります。減少の原因の主なものは、

その他有価証券評価差額金の減少（36億96百万円から24億61百万円へ12億34百万円減）であります。

 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

　連結業績予想については、平成20年５月12日に発表いたしました業績予想から変更はありません。

 

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　　該当事項はありません。

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　　　一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

　　られるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒見積率を使用しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　　　①四半期財務諸表に関する会計基準の適用

　　　　　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）

　　　　及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14

　　　　日）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しており

　　　　ます。

　　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　　　　従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

　　　　に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、移動平均法に

　　　　よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

　　　　す。

　　　　　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　③リース取引に関する会計基準の適用

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　　よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

　　会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

　　業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

　　30日改正））が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用すること

　　ができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売

　　買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

　　産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

　　ます。

　　　これによる損益に与える影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 14,269 14,846

受取手形・完成工事未収入金等 19,001 55,643

未成工事支出金等 46,895 22,356

繰延税金資産 3,232 3,682

その他 2,675 3,043

貸倒引当金 △171 △216

流動資産合計 85,902 99,355

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 11,105 10,943

土地 11,738 11,521

その他（純額） 2,690 1,461

有形固定資産計 25,534 23,926

無形固定資産 1,824 1,885

投資その他の資産   

投資有価証券 18,795 21,736

繰延税金資産 3,108 2,269

その他 1,423 1,381

貸倒引当金 △420 △342

投資その他の資産計 22,907 25,044

固定資産合計 50,266 50,856

資産合計 136,168 150,212

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 26,245 38,205

短期借入金 2,053 2,297

未払法人税等 195 3,120

未成工事受入金 11,412 6,475

完成工事補償引当金 25 34

工事損失引当金 1,333 1,116

賞与引当金 1,446 3,933

役員賞与引当金 18 40

その他 2,571 4,121

流動負債合計 45,302 59,345



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

固定負債   

退職給付引当金 12,842 12,922

役員退職慰労引当金 206 173

その他 913 444

固定負債合計 13,963 13,541

負債合計 59,265 72,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,494 8,494

資本剰余金 7,792 7,792

利益剰余金 55,156 54,614

自己株式 △1,661 △1,605

株主資本合計 69,781 69,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,461 3,696

評価・換算差額等合計 2,461 3,696

少数株主持分 4,658 4,333

純資産合計 76,902 77,325

負債純資産合計 136,168 150,212



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

完成工事高 74,474

完成工事原価 63,918

完成工事総利益 10,556

販売費及び一般管理費 8,662

営業利益 1,894

営業外収益  

受取利息 73

受取配当金 387

その他 133

営業外収益合計 595

営業外費用  

支払利息 19

持分法による投資損失 71

その他 1

営業外費用合計 91

経常利益 2,397

特別利益  

貸倒引当金戻入額 64

完成工事補償引当金戻入額 4

固定資産売却益 4

投資有価証券売却益 393

保険解約返戻金 314

特別利益合計 782

特別損失  

投資有価証券評価損 8

減損損失 58

固定資産除売却損 40

その他 1

特別損失合計 108

税金等調整前四半期純利益 3,070

法人税等 1,400

少数株主利益 510

四半期純利益 1,159



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 平成19年３月14日）及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号 平成19年３月14日）を適用しております。

　また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

 

「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表等

（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第３四半期）

金額（百万円）

　　完成工事高 69,966

　　完成工事原価 59,455

　完成工事総利益 10,511

　　販売費及び一般管理費 8,481

　営業利益 2,030

　　営業外収益 499

　　営業外費用 81

　経常利益 2,448

　　特別利益 944

　　特別損失 36

　　税金等調整前四半期
　　純利益

3,356

　税金費用 1,474

　少数株主利益 630

　　四半期純利益 1,251
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６．その他の情報

　部門別受注・売上高（連結）

　（１）受注高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前第3四半期連結累計期間

(自　平成19年４月１日

  至  平成19年12月31日)

当第3四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

  至  平成20年12月31日)

比較増減
比較増減率

（％）

 鉄 道 電 気 工 事 65,313 67,492 2,178 3.3

 一 般 電 気 工 事 27,196 29,095 1,899 7.0

 情 報 通 信 工 事 16,476 19,240 2,763 16.8

 そ　　 の 　　他 1,325 1,209 △116 △8.8

 合　　　　　　計 110,313 117,038 6,725 6.1

　（２）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前第3四半期連結累計期間

(自　平成19年４月１日

  至  平成19年12月31日)

当第3四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

  至  平成20年12月31日)

比較増減
比較増減率

（％）

 鉄 道 電 気 工 事 44,160 47,082 2,922 6.6

 一 般 電 気 工 事 14,387 16,967 2,580 17.9

 情 報 通 信 工 事 9,414 8,393 △1,021 △10.9

 そ　　 の 　　他 2,003 2,030 26 1.3

 合　　　　　　計 69,966 74,474 4,508 6.4

 

（注）１．「（２）売上高」の「その他」は、電気設備の設計、ソフトウェアの開発及び不動産の賃貸・管理等を表示し

ており、「（１）受注高」の「その他」には、不動産の賃貸・管理等は含まれておりません。

　　　２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。
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